






避難所における通信手段の多重化について
資料４

（さいたま市）

　災害発生時において、避難所等との通信確保のため、防災行政無線（移動
系）デジタル化再構築整備事業を推進していますが、更なる通信の確保及び移
動無線を補完する方法として、災害時において通信の輻輳が比較的に少ない
と言われているPHS端末を各避難所及び災害対策本部等に導入するほか避難
者専用のNTT特設公衆電話を設置することで、通信の多重化を図り、情報収集
及び連絡体制と避難者間の安否確認方法の強化を目指します。

　１　目的

災害時の通信状況

　２　導入・運用イメージ

１　東日本大震災で不通となった携帯電話よりPHSは、避難所等の災害時の連絡
　網として優位である。

２　移動系防災無線の整備が平成２６年度以降となるため、特別な予算化や設置
　工事が不要なPHSにより、早期に防災拠点と避難所間の通信を確保する。

３　移動系防災無線とPHSで二重化することで、基地局等設備の被害、異常等に
　よりどちらかが使用できない場合のバックアップ回線としての活用が期待され
る。

４　災害時に避難所が開設した際、避難者の安否確認のためNTT特設公衆電話
   を仮設するが、首都直下地震を想定して事前に回線を確保する。
　　また、一般回線が輻輳、通信規制により使用できない場合にあっては、災害時
　優先電話になっていることから情報発信・連絡等に活用できる。

　３　期待される主な効果
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